
65

第３節 ● 仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）の実現に向けた取組

第
３
章

進会議と合同でとりまとめた。緊急宣言では、
仕事と生活の調和の推進は中長期的・持続的
発展につながる「未来への投資」であり、好
不況にかかわらず国民運動として着実に進め
ていくべきものであることを、政労使の枠組
みにより改めて確認した。
　同年８月には、取組の更なる展開を図るた
め、「憲章」・「行動指針」策定以降の、企
業と働く者、国民、国、地方公共団体等の取
組を今後の展開を含めて紹介するとともに、
仕事と生活の調和の実現状況の把握をした上
で、今後に向けた課題を洗い出し、重点的に
取り組むべき事項を提示した「仕事と生活の
調和（ワーク･ライフ･バランス）レポート
2009」をとりまとめた。

２ 国の取組

（１）国民の取組気運の醸成

ア　仕事と生活の調和推進のための国民運動
「カエル！ジャパン」キャンペーン

　2008（平成20）年６月から、「カエル！ジ
ャパン」をキーワードに、国民参加型のキャ
ンペーンを開始し、「ひとつ、働き方を変えて
みよう」とのキャッチフレーズの下、広く国
民に「働き方を変えること」を呼びかけている。
同年７月からは、具体的な国民参加の仕組み
として、キャンペーン趣旨に賛同し、具体的
な取組を開始する企業、労働団体、地方公共
団体、個人等がシンボルマークをＷＥＢ上で
ダウンロードでき、自身の取組に活用できる
システムを内閣府仕事と生活の調和ポータル
サイト上に構築した。2009（平成21）年５月
現在、企業、団体登録件数181件、地方公共
団体登録件数96件、個人登録件数633件がこ
のキャンペーンに賛同しており、これらの企
業・団体等の名称や具体的な取組事例をポー

タルサイト上で公表した。
○「カエル！ジャパン」について
http://www8.cao.go.jp/wlb/change_jpn/
index.html

イ　「『カエル！ジャパン』通信」（メールマ
ガジン）の発行

　2009年10月から、メールマガジン「『カエ
ル！ジャパン』通信」の配信（月１回程度）
を開始した。各職場においてワーク・ライフ・
バランスの推進に取り組む際に参考となる情
報等を適時広く提供するため、「カエル！ジャ
パン」通信では、ワーク・ライフ・バランス
に関する各種施策、具体的な取組事例、有識
者の話、各種データ等の情報を紹介している。
○「『カエル！ジャパン』通信」配信申込は
こちら
http://www8.cao.go.jp/wlb/e-mailmagazine
/index.html

ウ　ワーク・ライフ・バランスに関する調査
等の実施

　地方公共団体の取組状況に関する調査、ワ
ーク・ライフ・バランスに関する文献・論文、
統計・調査のリスト及びダイジェストのアー
カイブ化に向けた調査、ワーク・ライフ・バ
ランスに関する意識調査等を実施している。
これらの調査結果については、内閣府仕事と
生活の調和ポータルサイト上で公表するほ
か、「カエル！ジャパン通信」などにより広く
提供している。

エ　各種勉強会、セミナー、シンポジウム等
への講師派遣

　「憲章」及び「行動指針」の策定以後、企
業や業界団体、労働者団体が主催する勉強会
や、地方公共団体が主催するセミナー、シン
ポジウムにおいて、仕事と生活の調和がテー
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マとして扱われることが増加している。内閣
府ではこれらに対して積極的に講師を派遣
し、仕事と生活の調和の必要性、憲章・行動
指針の理念、企業や自治体のロールモデル等
について、講演・解説を行っている。

（２）企業への働きかけ

　企業における仕事と生活の調和を推進する
ためには、経営幹部のリーダーシップによる
取組が必要である。このため、少子化対策・
男女共同参画担当大臣自らが業界団体等を訪
問し、経営幹部層に憲章・指針の理念を伝え
るとともに、仕事と生活の調和と密接な関係
にある、男女共同参画、子ども・子育て支援
策についても、相互連携の下に取り組んでも
らうことを要請している。

（３）男性の働き方の見直し

　仕事と生活の調和を実現するためには、人
生の各ステージに応じて、特に子育て期にお
いて多様で柔軟な働き方を選択できることが
重要である。また、女性が仕事と育児を両立
していくためには、意識改革を含めた男性の
働き方の見直しや育児・家事への積極的な参
加が必要である。
　しかし、現実には、育児休業を取得したい
と希望する男性は３割を超えているにもかか
わらず、男性の育児休業取得率は1.23％（2008
年）に留まり、男性の育児・家事の時間も、
欧米諸国と比較しても突出して低い水準に留
まっている。
　このような状況を踏まえ、育児休業取得か
ら復帰までの実践のロールモデルの普及に役
立てるために作成した「パパの育児休業体験
記」を、病院や助産院に配布したり、｢父親
の育児休業シンポジウム｣ の開催などにより
父親の育児休業について周知した。
　また、男女ともに仕事と子育てを両立でき

るような雇用環境の整備を目指して、子育て
期の短時間勤務制度の義務化や「パパ・ママ
育休プラス」の導入などを盛り込んだ改正育
児・介護休業法が2009年６月に成立し、2010
（平成22）年６月30日に施行される（一部の
規定は、100人以下企業については、2012（平
成24）年７月１日施行）。

（４）長時間労働の見直し

　これまでの働き方の問題点のひとつとし
て、仕事優先の働き方による長時間労働や休
暇のとりづらさが挙げられる。特に長時間労
働は健康を害する可能性が高いだけでなく、
家事や育児の時間を十分に確保できないとい
う問題がある。「憲章」及び「行動指針」で
謳われている「健康で豊かな生活のための時
間が確保できる社会」及び「多様な働き方・
生き方が選択できる社会」を実現させるため
には、長時間労働の抑制が不可欠である。
　長時間労働を防止するとともに、生活時間
を確保しながら働くことができるようにする
ことを目的として、2008年12月に労働基準法
が改正され、2010年４月に施行されている。
　主な改正内容は、
①時間外労働の法定割増賃金率について、現
行は25％以上であるところを、１か月につ
いて60時間を超えた時間については50％以
上とする（※中小企業は当分の間適用が猶
予され法の施行３年経過後に検討し、その
結果に基づいて必要な措置を講じることと
されている。中小企業に該当するか否かは、
「資本金の額または出資の総額」又は「常
時使用する労働者の数」で判断される）、
②年休取得について、現行は日単位であると
ころを、労使協定を締結した場合は、労働
者の希望に応じて５日分を限度として時間
単位での年休取得を可能とする、
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などである。

３ 企業の取組

　人口減少時代において、仕事と生活の調和
の実現に向けた取組は、企業の活力や競争力
の源泉である有能な人材の確保・育成・定着
の可能性を高めるものである。とりわけ人材
確保が困難な中小企業において、その取組の
利点は大きく、これを契機とした業務の見直
し等により生産性向上につなげることも可能
である。仕事と生活の調和の実現に向けた取
組は、企業にとって「コスト」としてではなく、
「明日への投資」として積極的にとらえられ、
企業の間でも関心が高まっており、次世代育
成支援対策推進法に基づく一般事業主行動計
画や、多様な勤務体系を設ける企業が増えて
きている。
　一般事業主行動計画を策定し、計画期間内
に男性の育児休業等取得者がおり、かつ、女
性の育児休業等取得率が70％以上であること
などの一定の基準を満たした企業は、厚生労
働大臣の認定を受けることができる。
　認定申請が開始された2007（平成19）年４
月以降、認定企業は着実に増加し、2009（平
成21）年12月末現在で818社（うち、300人以
下企業は102社）、認定企業は昨年同月より
241社増えた（うち300人以下の企業は45社
増）。
　認定を受けた事業主は、表示マーク（第１
－３－10図）（愛称：「くるみん」）を広告、
商品、求人広告等につけることができ、子育
てサポート企業であることをアピールするこ
とができる。
　なお、一般事業主行動計画の策定・届出義
務の対象の拡大や一般事業主行動計画の公
表・周知などを盛り込んだ改正次世代育成支
援対策推進法が2009年４月に施行されている

（一般事業主行動計画の策定及び届出義務企
業の拡大については、従業員数が101人以上
の企業について、2011（平成23）年４月１日
以降義務（同年３月31日までは301人以上の
企業について義務））。
　改正法の施行により、企業におけるさらな
るワーク・ライフ・バランスの促進に向けた
取組が期待される。

４ 地域の取組

　都道府県を始めとする各地方公共団体で
は、それぞれの地域の特性を踏まえながら、
仕事と生活の調和の推進に向けた取組がなさ
れている。代表的な取組としては、以下のも
のが挙げられる。
・仕事と生活の調和を推進する会議の設置や
宣言・提言の策定

・社会的気運の醸成を図るためのキャンペー
ンの実施やシンポジウムの開催

・セミナー等の開催、ＨＰ等による情報提供
・アドバイザー等の派遣
・企業表彰や登録・認定・認証制度
・助成金・奨励金制度、融資制度や優遇金利
の設定

・入札参加資格など公契約における優遇措置
　各都道府県労働局においても、仕事と生活

認定マーク「くるみん」第1-3-10図


